　＜声明＞
辺野古への土砂投入は中止せよ
安倍政権は12月14日から辺野古新基地建設現場に土砂の投入を始めました。これは新基地建設に反対する沖縄県民の民意を乱暴に踏みにじり、憲法の主権在民、民主主義と地方自治の原則を否定する暴挙です。
沖縄県民は今年9月の知事選をはじめ、選挙においてくり返し辺野古新基地建設ノーの意思を示して来ました。安倍首相は「沖縄に寄り添う」と繰り返すものの、口だけで、沖縄県民の民意を一顧だにせず、沖縄県側が話し合いを求めても足蹴にして、不法な行為で埋め立て土砂投入に突き進んでいます。沖縄県の埋立承認撤回に対しても、防衛相が行政不服審査法を不法に悪用し、国土交通相が茶番を演じて、当該撤回を無効としてしまいました。これらは沖縄県民の意思を真っ向から踏みにじるものであり、断じて許されません。
埋め立て土砂には赤土も含まれ、沖縄県条例に違反しているとの指摘もされています。辺野古側に土砂投入を進めても、大浦湾側は超軟弱な地盤であり、大規模な地盤改良工事が不可欠です。また、その工事は、沖縄本島で最も自然が残されている大浦湾を大規模に破壊することになります。地盤改良工事は、県知事の承認が必要であり、玉城デニー知事の誕生で工事は不可能となっており、それを承知の上で土砂投入を強行しています。
そもそも政府は「北朝鮮の脅威」を新基地建設の口実にしてきましたが、朝鮮半島に平和の構築と非核化が進むなか、沖縄に米海兵隊の新基地を造る根拠が無くなっています。
沖縄県民は、来年2月24日の辺野古新基地建設の是非を問う県民投票をたたかいます。その前に、安倍政権は土砂投入を見せつけて埋立を既成事実化し、新基地建設に反対する県民を諦めさせることを狙っています。
憲法会議は、沖縄県民の運動と連帯することを表明すると同時に、沖縄県民の人権と地方自治を踏みにじる安倍政権に、辺野古への土砂投入の中止と、新基地建設の断念を強く求めるものです。
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